















現代 日本経済 を論 じるにあた って,経 済 白書
(年次経済報告)は 基 本的文 献 の一 っで あ る。学
習 ・研究 にっいて動機付 けの曖昧な大学生に経済
学を講 じるにあたって も,経 済 白書 を講義や演習
に組み込む とい うの は大変有効な方法 であ る。彼
らは経済理論 の学習に十分な関心を もたないよ う
に言われが ちだが,そ れ は彼 らがマスメディアを
通 じて知 ってい る時事経 済問題 の複 雑 さに比 べ
て,入 門 テキ ス トを用 いて教室で教 え られ る経済
理論 の習得があま りに も迂遠 な道 しか与えないよ
うに映 るか らにす ぎず,経 済理論の有用性を具体
的 に(と いっても仮想の現実性においてだが)経 験
させれば意欲 を もって学習 ・研究に取 り組 むよう
にな る。 その手段 として,毎 年7月 に新 しい版が
公表 される経済 白書 の精読は最適である。
な に しろ長 い し,回 り くどい表 現 が多 いか ら
(平成8年 版は7年 版に比べて叙述は平明になってい
る。大きな改善である)読 むだけで もかなり根気の
いる作業 にな るが,教 師が予 め読んで,重 要 な部
分を選 んでおけばコンパ ク トな分量 になり,カ レ
ン トトピックスに じかに触 れ られ る絶好の教材 と
なる。経済理論 についての知識を補 ってや りなが
ら,彼 らに とって必要 な用語 集 と要約 を作 らせ
て,経 済 白書 を読み解 くマニ ュアル作 りをす ると
確実 に現代経済 と経済理論 への興味が育っ。
過度 に抽象的 と思われがちな経済理論が現実 の
経済 に応用 されて,近 過去 と現在 の経済 の姿が'r・
分 けされて眼前に示 されたときに味わえ る 「知 の
楽 しさ」は社会科学の初心であ り,毎 年 あた らし
いメンバーを迎えて行 う講義や演習でそのダイナ
ミズムを眼前 にすることがで きるの は,経 済白書
執筆陣の経済分析 の力量 の確かさを示 す ものであ
る。 こうした経験 か ら言 えば,経 済 白書 は決 して
難解 な文書 ではない。有権者 の選択ωが重視 され
る今後の 日本社会 で もっと国民各層 に読 まれてよ
い ものである。
ただ し,当 然の ことなが ら,現 在の経済 白書 に
完全 に満足 しているとい うわ けではない。 マスコ
ミや民間 シンクタンクの関心 ・批判 は景気判断 の
不適切 さというマクロ経済政策 のスタンスに集 中
す るが,そ うした独善 の背後 に民間経済主体(家
計 ・企業)の 合理性 および市場機構 の機能 と限界
の評価 とい うミクp経 済学 について政府が とるス
タンスの不適切 さとい う問題 があることを示すの
が この論文の 目的であ る。
議論 は主 と して,バ ブルの教訓を副題 に織 り込
んだ平成5年 版[1993](以 下5年 版と略称),戦 後
50年 を意識 した野心的姿勢 で 「簡素で効率的な政
府」を提唱 した平成7年 版[1995](以 下7年 版 と
略称),そ して 「住専 の 「住」の字 も発見で きない
」(2)構成 をとり,今 後 の 日本経済 は自己責任を重
視 した システムに構造改革すべ きであ ると提唱 し
ている平成8年 版X1996](以 下8年 版と略称)の3
冊 の経済 白書か ら詳 しく引用 して行 う。
というのは,
①経済 白書 には執筆者 たち自身 による解説書 が
1980年 以来発行 されているが,7年 版 の同書 はし
が きで は,経 済 白書の採用す る分析手法 の高度 さ
や対象の複雑 さか らわか りに くいという批判を受
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けている,と い う認識が示 されている〔3)。た しか
に経済 白書 の叙述 は高度 な分析で 「武装」 して展
開 されてい るか ら,興 味を もって手に取 った とし
て も完全に内容を理解す るのは容易で はない。 し
か し問題 は分析の高度 さにあるというよ りも,分
析の概要および結論 を読 み手 に伝 えるときの叙述
の不親切 さ ・不適切 さにある。何 を参照すれば統
計用語や経済分析の意味がわか るのかが明示 され
て いないだけでな く,推 論 がどの程度の確か さで
積 み重ね られてい るのか もわか りに くいのであ
る。第2節 において7年 版 を例 にとって詳 しく検
討す るが,経 済 白書 の叙述 には高度 な分析手法を
取 り入 れて興味深 い事実を提示 しなが ら,そ れ ら
を一定 の結論 に無理や り誘導 しようとす る傾向が
あ る。平均 的な基礎学力が高い(41国民の中で も高
度 の資質 をもつ経済白書の読 み手 は,そ うした強
引 さに妨 げ られて最後 まで論 旨を追 うのが難 し
い,と い うのが経済白書が難解 と批判 され ること
の本当の意味である。 このよ うな論理構成 と叙述
で,有 権者 と して の読 み手に対 して経済政策の基
本的 ビジ ョンを説明ない し説得で きていると考え
ているところに,政 策当局の現状認識 のズ レが う
かがえる。
②公共部門の役割見直 しの必要性 は政府 自身 に
よ って も一応認識 されてお り,規 制緩和 は最近の
経済 白書 のキーワー ドの一つであ り続 けている。
ところが8年 版 は 「異質論」に対 して見当違 いの
反論 を公 にす るとい う リスクを冒 してお り(第3
節参照),認 識の中身 は今 のところ不十分である。
こうした反論 を私人が行 ってい るな ら,そ の過 ち
は個人 の責任 に帰せ るが,経 済白書のよ うに重要
な公 の文書 にあ らわれればそれは政府 の責任 であ
り,政 府の失敗の一例 といえ る。 ところが7年 版
にはあ った公共部門 の役割規定にお ける政府 の失
敗への言及5)は8年 版 では消 え,市 場 の失敗へ の
言及のみが残 されて いる(6)のを見 ると,政 府 の認
識 はむ しろ後退 している恐れ さえある。
分析 の細部 を完全 に理解で きないと して も,政
府が このような認識で公共部門(と 民間部門)を コ
ン トロール し続 けているので はバブルの教訓 は到
底生 かされた とは言 えず,高 齢化社会をむかえた
日本経済 の将来 について も,個 人 の生活の質 につ
いて も,明 るい展望 は描 きに くいとい うところま
では読 み手の認識 は十分に届 く。 これ こそが不透
明感7),閉 塞感8}の最 も重要 な源泉で ある。ところ
が政府 はその ことに気づかないのか,今 後の経済
運営 の方針 とその成算 にっいてで きるだけ正確 に
見通 しよく説明す るとい う責務を果 たそ うとして
いない。 もしきちん と説明できないのな ら市場 の
失敗(7,8年 版)を 軽 々に言 い立 てて政策介入 す
るのは慎 んだ方がよい し,今 更 のよ うに民間部 門
に市場 の規律(5年 版),自 己責任(8年 版)を 説
くの も遠慮すべ きであ る。経済 白書 の議論 は高度
な経済分析 の鎧に守 られて いるために広 く国民の
目に触れないのが現状だが,も し触 れれば驚 きを
もって迎え られ ることは間違いない。
本来,官 民 の認識 ギャップの大 きさか ら閉塞感
がいたず らに助長 されていることこそ経済分析が
力 を発 揮 して打開 で きる課題 であ る。 それな の
に,バ ブル後 の経済 白書 は根拠 のあやふやなまま
民間需要 について楽観的ない し悲観的予想 を披露
する傾 向が 目立 ち,本 来の役割 をきちんと果 た し
ているとは言 い難い。 もし経済 白書 に影響力が あ
れば,民 間部 門を ミス リー ドして リスク管理が甘
い行動 に一斉 に走 らせ たりす る可能性 もあるのだ
が,そ の弊害の大 きさを執筆者たちは想像 した こ
とが あ るだ ろ うか。 また5年 版 に顕 著 な ことだ
が,使 って いる言葉の意味を明確 に しなければ意
味がない 「原則」が高度な分析の結語 として強調
されるよ うでは,分 析 の価値が疑 わ しくなる。
この ような浪費が政府 によ って平然 と行われる
ようで は,7,8年 版の もっとも重要 なメ ッセー ジ
ー 今後 の日本経済に とっての生産性向上すなわ
ち効率性基準の重要性一 一が民間部門に素直に受
け取 られ ることはまった く期待で きない。 そもそ
も,非 効率 を改善す るたあに各主体が個別 にで き
ることにっ いては,家 計 ・企業 は政府に促 され る
まで もな く常に励行 しているが,公 共部門 におい
ては効率性への誘因が不足 して非効率に陥 りやす
い(9)とい うのが経済学 の常識であ る。民 間部門 に
一層 の努力 ・協力 を促 したいな ら,政 策当局 は公
共部門 に しかで きない役割をみずか らも効率的に
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追求 して,成 果をあげてみせ るべきである。
民間経済主体の合理性,市 場経済の機能を きち
ん と尊重す るスタンスを政府 が とった として も,
国民の適切な,自 己責任 に もとつ く協力 な しに解
決で きない公的な課題 は もちろん残 る。 また経済
政策 にっ いての政府見解を知 ることへ の国民の関
心が高 く,高 度 な分析が必要 であることが理解 さ
れ やす い ことはエ コノ ミス トが あて に してよい
ニーズであ る。 したが って,経 済 白書 は今後 も重
要な文書であ り続 けることがで きるはずである。
第4節 で は経済白書 の叙述 につ いて改善 で きる点
を具体的に提案 して,結 語 とす る。
第2節 高齢化社会の憂欝 簡素で効率的
な政府という枠組み
1995年 は戦後50年 関連 の行事 ・出版 が多 く,
経済 白書 もそれを意識 した叙述 を展開 した。 しか
し,新 聞 ・雑誌 の扱 い方 も型 どお りで,国 民生活
白書へ寄せ られた関心 と比べて も物足 りない もの
だ った。遅れがちで的確でない景気判断 に関心 ・
批判が集中 して しまい,経 済 白書の公表 は年中行
事のよ うに繰 り返 され るだ けのイ ンパク トのない
行為にな って しまっているのであ る。 こう した状
況 は8年 版 につ いて も同様である。
白川[1995]はDIに 基 づ く景気判断公表が判
じ物19とな って しま う事情 にっいて,(元)当 事者
以外 には知 ることの出来ない興味深 いエピソー ド
を明か して,詳 細 に論 じている。 マスコ ミが経済
統計(物 価指数にせよ,DIに せよ)を 軽薄 に批判
して経済学への不信を煽 るという状況が 「くたば
れGNP」 以来あま り変 わ らない ことが景気判断
公表 の歪 みの草の根であ ることを考え ると,DI
の客観性 ・有用性 を正面 か ら主張す る議論を新書
版 のわか りやすい筆致 で展開 した この著作の価値
は高 い。景気の先行 きにつ いて 「あ くまで公表 さ
れた統計 データに基づいて,読 者 自身が 自 らの判
断 を もっべ きであ る」㈲ とい う抑制 の利 いた立場
をはっきりと主張 しているの も,経 済学 の現状を
ふ まえた妥当な ものである。
しか し,政 府 による景気判断 の公表が現実 に行
われてお り,そ れを重要 な部分 と して含む経済 白
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書 も相当高 い費用をか けて作成 されて いる。た と
えば,7年 版 の 「作成 は約35名 のスタ ッフが半年
にわたって深夜 まで作業 を し,議 論す るとい う共
同作 業 の上 に成 り立 って い る」{拗とい う。 した
が って,政 府の景気判断 に依存 しないとい うスタ
ンスを民間部門がとった として も,こ のような政
府 の活動が費用 の高 さに見合 った成果 をあげてい
るか どうかを検討す る必要がある。
特 に7年 版 は全3章 の うち1つ の章 の全体(本
文468ペ ージ中100べ 一ジ余)を 公共部門の課題の
検討にあて るという構成を とって,急 速な高齢化
社会 の到来 をひかえた今後 の 日本経済 における政
府 の役割 についてか な り詳細 に議論 してお り㈱,
国民 にとって見逃 せない重要性を もっ。公共部門
のあ り方 と して簡素で効率的 な政府 とい う 「小 さ
な政府」を提案 し,効 率性重視,市 場 メカニズム
重視 によって 日本経済の本来の ダイナ ミズムを復
活 するとい うのが,副 題一 一 日本経済 の ダイナ ミ
ズムの復活 をめざ して にあげ られた政策 目標
の達成のために7年 版 が提案 するス トー リーであ
る(1む。 この基 本 方 針 は8年 版 で も踏 襲 され て い
る㈲。
旧 ソ連 の解体 で戦後 の冷戦体制が終焉 した こと
か ら,簡 素で効率的な政府を戴 く市場経済 とい う
ビジョンに7年 版で対置 されているのは,社 会主
義経済で はな く大 きな政府 を戴 く福祉 国家Uqであ
る。 したが って,国 民 には選択の余地が大 いにあ
る し,執 筆者 たちも政府規模 の決定 について国民
の好 み,有 権者 による選択 を強調 して いるUlf。
問題 は,7年 版 の分析 ・叙述が有権者の選択の
ために必要 かっ十分 な情報 ・説明を与えていると
は評価 し難 い ことである。7年 版第3章 における
簡素 で効率的 な政府提案 の根拠を追 ってみれば,
その理 由は明 らかである。
① まず第1節 で は,グ ローバ リゼーシ ョンの進
展に もかかわ らずsマ ンデル=フ レ ミング ・モデ
ルが予測するような財政政策の有効性 の低下 は生
じていない ことが主張 されるα魯。 これは,第4節
で,景 気 の動向によって適切 に財政政策 を発動す
るために も簡素で効率 的な政府が必要であ るlliと
い う論点 に結 びつ け られている。第4節 で,財 政
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支 出の うち公共投資は他 の生産要素 の生産力を向
上 させ る面⑳が あ ると第2章 第6節 の分 析⑳を引
いて強調 して いるのとあわせて,財 政政策 とくに
公共投資にっ いては肯定的 な評価を維持 しようと
していることがわかる。政府消費 について は否定
的な面 を強調す る(③ ⑤)の と,き わあて対照的で
ある。
② 第2節 で は,公 共部 門 の将 来 を考 え るに当
た って人 口の高齢化が決定的に重要 な意味を持 っ
と位置づけ,高 齢化をめ ぐる悲観論 を扶養負担の
増加お よび経済成長の鈍化 とい う2っ の懸念 と し
て整理す る⑳。 そ して,修 正生産年齢人 口を用 い
た簡単なモデル分析 によ り,労 働生産性 と労働力
率 の動向が扶養負担 についての楽観/悲 観を分 け
ることを示 す⑳。 また高齢化 が必 ず しも技術進歩
率を低下 させ るわけで はない ことを先進諸国の ク
ロスセクシ ョンデー タを引いて指摘 し¢の,純 粋 に
人 口の高齢化 だけを考慮す ると経済成長への影響
は必ず しも悲観 的な もの とは限 らない㈲ことを強
調 している。 このあた りの手際 よい分析 は高齢化
社会 の到来 にっいて いたず らに悲観論 には しるこ
との愚か さを教 えてお り,経 済分析 の面 白さを読
み手 に伝え るものになっている。
③第2節 では,高 齢化 に伴 って福祉等 の政府消
費が拡大 し経済成長 に悪影響を与え ることにっい
て は十分 に考慮 す る必要が あ る㈲と保 留 し,第4
節の議論 にゆだねている。 この箇所だ けを読む と
保留につ いて十分な根拠があるような印象を うけ
るが,第4節 では日本 だけを とると現在 までの と
ころ高い老年人 口割合が政府消費の増加を もた ら
し経済成長を鈍化 させ るとい う関係 がない⑳こと
が示 されてお り,先 の記述 は ミス リーディングで
あ る。 この関係 に は総括部分 に も言及が あ り⑳,
簡素で効率的な政府を提案す るうえで重要な論点
なのだか ら,も っときちんと した根拠付 けが必要
であ る。
④第2節 の もう一っの論点 は高齢化 に伴 う財政
問題 である。先進国 のクロスセクションデータに
よると,老 年人口割合が1%ポ イ ン ト増加す ると
社会保障支出の対GDP比 は約2%ポ イン ト増加
す る。 この関係 を単純 に 日本 に当て はめ ると,
2025年 の一般政府 の支出 はGDP比50%を 遙 か
に超え る⑳。 また,世 代会計を用 いて推計す ると
現行 の年金制度 では現在の40歳 代以下 は負担が
受益を上回 り,50歳 代以上 では下回 る所得再分配
が行われ蝕①,将 来の財政収支 も大幅 な赤字(「 見え
ない政府債務」暢 が見込 まれ る 「潜在的 に大 きな
政府」⑳ である。 先 の経験則 は国 によりば らっ き
が大 きく,財 政支出の規模 は国民の好みで選択で
きるのだか ら,支 出を効率化 して社会保障制度を
長期にわたり安定 させ る制度改革が今後 も必要で
ある,と いう議論 は妥当な ものである。
⑤ただ し,社 会保障 の一般化 ・普遍化 を言いな
が ら㈹,介 護サ ー ビスについて は政府 が供給すべ
き公共財 ・準公共財 とはいえない し,規 模の経済
性 ・外部経済 もな い⑬のと,簡 単 に片づ けて しま っ
てい るの は首尾一貫性 がな く説得力 に欠 ける。少
な くとも,現 在公共部門によって供給 されている
他の公共財,福 祉サー ビスと比較 した議論 が必要
なところであろう。
⑥第3節 では高齢者就業 の供給 サイ ドが就労/
非就労 の合理的選択,高 い就労意欲,多 様な就労
形態⑬5とい う特徴を もっ ことを縷々明 らかに して
か ら,高 齢者が引退後 の社会参加 の選択肢の一つ
と して就業 を選 べ る㎜ように雇用 システムが対応
す ることを もとめてい る。8年 版が第3章 「日本
的経済 システム」 で金融仲介 システム(メ インバ
ンク,固 定的主幹事証券)一 雇 用 システム(年 功賃
金,長 期雇用)一 企業間 システム(系 列,株 式持ち合
い)一 きめ細 かい公的規制 の制度的補完性⑳を強調
す るのを先取 りしたよ うなきめ細かい叙述ぶ りで
あ る。 しか し,こ こで 年功 賃金 制 度 の変 容囎に
伴 って中高年層が こうむ る不利益 にっいて まった
く無視 しているの はおか しい。長期雇用 ・年功賃
金 を前提 に,限 界生産性以下 の賃金が若年時に支
払われてきたのに,中 高年になって限界生産性以
上の賃金 を不払 いにす るような信義則違反を とも
な う雇用 システム変更 は中高年層 に著 しい不利益
を もた らすだけでな く,労 使 間の信頼関係 を損な
い今後 の雇用 システムの効率性 にも悪影響 を与え
る㎝。状況 の変化 に応 じて制度 が変化す るときに
一定 の費用が発生 す るのはやむをえ ない ことだ
経済白畜の経済学
が,そ れに言及 さえせず,特 定 の方 向に集中 して
民間部門を補完す る 「きあ細 かい」公的規制 をお
こな ってかえ って費用 を高 くす る結果 にな ったの
で はないか(政 府の失敗)と 自 らに問 い返す姿勢 も
まった くうかがえないのは余 りに もバ ラ ンスを失
して いる。第4節 で福祉国家の教訓 と して あげて
いる 「可能か どうか は別 と して,本 来,外 生 的な
ショックによる景気変動を安定化す るのが政府 の
役割 と して期待 されているが,大 きすぎる政府 は
逆 に景気変 動 を不安 定化 させ る可能性 があ る」ω
とい う議論 と同型 なのだか ら,7年 版 にはな じみ
やす い論理 のはずであ る。
⑦第4節 で は戦後50年 の公共部門 の変化 を振
り返 って,今 後 の公共部門の役割 ・課題 を論 じて
いる。第3章 冒頭で,急 速に変化す る時代 に対 し
て公共部門の遅れが目立っ ことにっいて民間部門
が 自由な活力 を発揮 できるよ うに安定的な環境を
維持す るとい う観点か らは,公 共部門のあ る程度
受動的 な性質 は本来望 ま しい側面 を持 っている㈲
と述 べ てい るの は,金 融 政策 につ いての 日銀理
論ゆを想起 させ る。政府 見解 と して は一貫性が あ
るが,権 力の行使 についての 自覚が足 りない点が
危惧 される。経済政策 の重要 な目標 として安定 と
効 率のみを明示 してい るの も㈹,日 本の公共部 門
の上記 の意味での安定性 を肯定的に評価 するため
の布石で しかな い。 ただ し,他 の先進国 と比較 し
て 日本の政府支 出(GDP比)は 小 さいωが,90年
の付加価 値 ベースで約42%が 何 らかの公 的規制
の対象 になってお り㈲,公 的規制 が広範 に存在す
る 「機能的 に大 きな政府」㈲ であると同 じ第4節
で認 めてい るのは,⑧ を導 くためとはいえ評価で
きる率直 さである。
⑧第4節 の結びでは,現 状で は潜在的 に(④)
もしくは機能的に(⑦)大 きな政府であ るが,高
齢化社会 にあっては簡素で効率的な政府 を維持 す
る ことが経 済成 長の ポイ ン トであ り㈲,機 動的 に
財政政策を発動す るためにも簡素で効率的な政府
を 目指すべ きことが主張 される。 その際,民 間部
門が飛躍 的 に成 長 し,個 人 の リス ク対 応力 も高
まった現在,さ しあたり効率を重視 して改革を進
めて いけば,そ の度に利益 を受ける者,損 失を受
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ける者が交代 し,一 部の者 にこれ らが集中す ると
いう意味での不公正を避 けることがで きるとい う
よ うに効率 と公正 の トレー ドオ フも変化 している
こと,政 府の失敗 についてデー タを用 いて具体的
に示 せるようになったので今後 は市場 の失敗 と比
較衡 量 して政策運営が進 め られ ること等⑱の視点
が強調 されている。
このようにみて くると,周 到に組み立 て られて
いるようにみえ る議論に も,公 共投資 と政府 消費
の扱 い方(① ③⑤),政 府 の非効率,政 府 の失敗 の
軽視(② ⑥⑦)と いう重要な部分で恣意性がみ ら
れ,か な り強引に結論が出 されて いることがわか
る。 このような文章 を500ペ ージ近 く読み通す こ
とには相当の忍耐力が いる。執筆者 たちによるわ
か りやすい説明を もとめて 『解説』[1995]を 読 ん
でみて も,本 編を簡略に しただけの叙述 しか見 あ
た らず,な ぜ簡素で効率的 な政府なのか,と い う
疑問 はやは り解 けない。 たとえ読み通せて も,特
定 の立場 をとることにっ いての明確 な説明は見つ
け られない。上記のよ うな偏 りについて誰 もが納
得す る理由などないか ら,そ れ は当然 なのだが,
善意 の読み手 は白書 の主張 の根拠が わか らないま
まに 「経済白書 は難 しい」と評価す ることにな る。
高齢化社会の到来をひかえて,財 政政策 の有効
性,公 共投資の貢献 は強調 しなが ら,年 金 ・福祉
給付 は簡素で効率的な 「小 さな政府」 を提案 しよ
うとい うのだか ら,国 民が政府の効率性を相 当信
頼 して いな けれ ば説得 は難 しい。 に もか かわ ら
ず,7年 版で は更 に,先 に財源が確保 され ると財
政支 出を効率化す る誘因が欠 けて しまうとい う当
然 の懸念 さえ無視 したモデルを用 いて死荷重の多
寡 を計算 して,負 担を先送 りしない不変税率のほ
うが望 ましいと主張 してお り,国 民の懸念 に配慮
したり,信 頼 を獲得 しよ うとする態度 は うかがえ
ない。これで は,「支出の少ない うちに税率を引 き
上 げることに相 当の困難 を伴 う」㈹ のはほとん ど
自明である。 に もかかわ らず,白 書が現実 の政治
過程 の介在 に責任を転嫁 しているところに,政 策





経済政策 についての政府見解 はあ って も,そ の
根拠が十分 に有権者である国民 に説 明されないの
はなぜか。以下 で明 らかにす るよ うに,こ の疑問
を解 く手がか りも経済 白書 の叙述 の中にある。
8年 版第2章 「産業調整をみ る視点」には,日 本
異質論150)の管理貿易批判 につ いて の反論 が述 べ ら
れてい る。 日本の貿易構造 は,8年 版 の指摘す る
重層型61産業構造 の特徴であ る産業間 のコス ト競
争力の大 きな格差 を反 映 してお り,比 較優位理論
がよ く当てはまる,と い うのがその反論 の根拠で
ある。 ところが同 じ8年 版 の第3章 には,
戦後 の公共部門の在 り方 の特徴 を単純化 して表
せば,か な り包括的で強い形での介入を行 って
いた といえ るで あろう。公共部門がカバーす る
範囲 は,経 済 のかな りの領域 に及 んで いただけ
でな く,各 領域 について も,必 要最小限の部分
につ いて というよ りはその領域全体 の経済活動
を対象 とす る傾 向 があ った。また介入 の態様
も,指 令的 な統制(command・control)に より経
済活動 を強 く規 定す る場合 が多か った。(8年
版,P.389)
とあ る働。 このよ うに潔 くコマ ン ドコン トロール
国家 をもって 自任す るのは,不 良債権 をシステム
内部で処理 できず批判を浴 びている金融仲介 シス
テムに対 して,政 府が戦後,不 安定性が発生 す る
可能性 を限 りな くゼ ロに近 く抑えよ うとするかな
り危険回避的 な,し たが って極端 に強 い㈲規制 を
かけて きたためで ある。 ただ し8年 版 は,そ うし
た規制に実際 には リスクゼロを達成で きるもので
はないことに一切言及 していない。 リスクゼ ロと
いう目標がせ いぜい政策 当局の主観的意図に しか
過 ぎないことは,バ ブル崩壊後の 日本経済の経験
が如実 に示 してお り,8年 版 がこうした見解をそ
のまま維持 して,従 来行われてきた強 い規制を正
当化 しよ うと して いることの根拠 は薄弱で,適 切
な所論 とは言 い難 い。
しか し8年 版 は更 に議論を進 めて,
① きめ細 かい公 的規制や間接金融優位 の金融仲
介 システムを主要 な構成要素 とす る日本的経済 シ
ステムは,各 構成要素 がそれぞれ一定 の経済合理
性f54?や普遍 性闘を備 えっっ制度 的補完関係 を発揮
してかな りの程度有効 に機能 したか らこそ戦後 の
経済発展が あった⑱,
② とはいえ,バ ブル崩壊,円 高 な どの シ ョッ
ク吻こ従来の構造 ・システムが柔軟 に対応 し損 ね
たた めに90年 代前半 に例外的低成長を経験 した
のだか ら,今 や単 に産業構 造 の調 整 だけで はな
く,我 が国経済の フレームワークというべ きこれ
らの システムが根本的 に問われ鮒る転換期 を迎え
ている,
③資本市場で投資家保護のための細かい規制 に
参加者が甘 ん じていた ことが大 き く影響 して 自己
責任 で リスクをとるとい う環境がなか ったが,今
後 は投資家 自身が 自己責任原則 を自覚6窃す るとと
もに,市 場経済 を律す る透明なル・一ル とイ ンセ ン
テ ィブ ・メカニズムを整備 して更 なる柔軟性 と多
様 な選択(60)を確保す るのが,日 本経 済の ダイナ ミ
ズムを復活 させ る道である,
と説 いてい る。長 引 く調整過程 に強い られてにせ
よ,以 前 に比べて構造調整 にっいて一歩踏 み込ん
でいるのは(61?,叙述 の平明 さ とあわせて8年 版の
長所である。 ところが,も しこのように強力な介
入 が経済活動 に対 して行われて きたとすれば,戦
後 の日本 で憲法 に経済活動の自由が定め られ,普
通選挙 ・議会制度 ・三権分立等の民主主義政体 の
基本的 な制度が整 っていたと して も,「 権力構造」
が上層部に偏 りす ぎていて 日本 は欧米で民主主義
とされてい るもの とは質 の異な る国家 であるとい
う異質論の よりファンダメ ンタルな仮説秘を政府
が公 に認 めた ことにな るのだが㈹,8年 版 の執筆
者 はその ことに十分注意を払 っているよ うには見
受 けられない。論理整合性 につ いての難点が白書
の難解 さの主要な理由であることは,前 節で7年
版を引いて指摘 した。8年 版 に も同様の難点があ
ることで,経 済 白書が文書全体 の論 旨の整合性に
あまり配慮 せず に執筆 されていることが うかがえ
る。
異質論者の主張 は経済理論だけで な く,日 本 の
政治 ・社会 にっいての専門研究 も踏 まえてな され
経済白書の経済学
ているか ら,反 論 も様 々な見地か らなされ るのは
当然 だが,8年 版 の 「反論」は安直にす ぎるのであ
る。政策 について国民 にきちん と説明 しない姿勢
が,日 本におけるアカウンタビリテ ィの欠如 を指
摘す る異質論への反論にあたって もあ らわれて し
ま ったのは皮肉な成 り行 きだ し,国 民 にとっては
有害な 「政府 の失敗」で ある。
また,明 示的な引用 はないが,8年 版第3章 が
日本的経済 システムの制度的補完性を主張 してい
るのは,青 木 ・奥野(編)[1996]ほ かの比較制度
分析 に負 っている。比較制度分析 は厳密 な数理経
済 モデルを駆使 して様 々なタイプの資本主義経済
を比較 ・考察 す る野心的な試みであ り,理 論的 に
堅 固 な 基 礎 を も っ だ け で な く,青 木[1989]
X1995に 見 られ るよ うに シャープで具体 的な洞
察 と政策提言 に結 びつ いているか ら,白 書がその
成 果 を援 用 しよ うと した のは理解 で きる。問題
は,制 度的補完性 という概念の意味を白書執筆者
が十分に考え抜 いて援用 しているとは思えない こ
とであ る。
というの は,8年 版 は日本経済の今後の課題 と
して リスクとの共存,自 己責任を非常 に強調 して
いるのだが,資 本主義経済で活動す る民間経済主
体 が リスクを考慮 せず に意思決定 を行 った り,そ
の結果を 自ら引 き受 けない ことなど決 して ない こ
とを考 え ると鯛,白 書 のこの主張 は相当奇妙で あ
る。制度的補完性 とい う概念 を白書 に提供 してい
る比較制度分析 は,そ の重要 な構成要素 と して企
業組織 の情報処理 システムにつ いての詳細 な観察
と精緻 な理論 を もっている。 そこでは経済活動が
リスクを伴 う環境 で行われる ことが本質 的に考慮
され てお り,企 業 組織 の採用す る情 報処 理 の型
(共有型か,分 散型か)が 多様な型 のシステムで均
衡す る資本主義諸経済 を特徴づける重要 な条件で
あることが明 らかにされてい る。情報処理の型の
違 いに応 じて,各 タイプの資本主義経済で相対的
に重視 され る労働者 の技能 が異 な る(文 脈的技能
か,機 能的技能か)と はいえ,各 経済主体 が自己責
任 を負 わ な い状 況 な どは,当 然 の こ となが ら,
まった く想定 されていない。実 に独特 の 「ミクロ
経済学」一 一家計観,企 業観 市場経済観一一 で
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あ る。8年 版 の市場経済観,民 間経済主体観が,依
拠 した理論 とも,現 実 とも,こ のように最 も基本
的 な点 で見解 を違えていることは致命的な欠点で
ある。
8年 版 は従来 の金融市場への規制 を リスクゼ ロ
を 目指 した規制 と して性格 づ ける とい う フィク
シ ョンを採用 し,そ れに制度 的補完性 とい う比較
制度分析 の創出 した強力 な概念 を接 ぎ木 して,従
来の 日本経済が システムと して リスク軽視,自 己
責任軽視であ った と位置づけ,過 去 の失政 につ い
て免責す るとと もに,責 任概念 の導入をあ くまで
も今後の課題 と して持ち越 したか ったのだろう。
しか し,常 に自己責任原則 に基づ いて行動 してい
る民間経済主体 の立場か らすれば,こ うした議論
は公的部門の現実認識 のズ レを示す もう0っ の事
例で しかない。 また,注 意深 く限定合理性 の導入
を試 み,新 古典派 の普遍性志向を批判 して現代経
済理論 に革新を起 こそうとしている比較制度分析
に とっては ミス リーディングな援用で しかないだ
ろ う。
ここで想起 され るのが,5年 版 における政策当
局 の姿勢であ る。5年 版 は 「バ ブルの教訓 と新た
な発展への課題」 とい う副題で,バ ブル とその後
の調整過程 の変動 の激 しさに翻弄 された読み手の
期待 を誘 う。5年 版の強調す るバ ブルの教訓 とは,
第一 にバ ブルに は大 きな経済的 コス トを ともな う
ので未然 に防 ぐ政策運営 が必要 であ る劔,第 二 に
マーケ ット参加者 の自己規律 が不十分 な ことが明
らか にな った ので今後 は市場 の規律(マ ーケッ
ト・ディシプリン)が 必要である㈹,第 三 に経済発
展,所 得 の上昇 には生産性上昇 が重要 であ る劒と
いうものである。 こうした指摘には異論 はないに
して も,5年 版 が家計 ・企業 にバ ブル時 の"浮 わ
っいた"行 動 を戒 め る経済 の原則 なる もの㈹で 白
書 を結んでいるのにはま った く失望 させ られ る。
というのは白書 の言 う 「原則」 は,現 代 日本 とい
う高度 な消費社会 において消費者が真 に欲す るも
の ・ニーズとはなにか等sキ ーワー ドの意味 を明
らかにせずには具体 的な内容 を特定 しに くい もの
で あり㈹,様 々な検討 の結語 と して こ うした原則
しか並べ られないのな ら,大 部の白書のたあに行
3s 経済白轡の経済学
われた膨大 な作業の生産性 は余 りに も低す ぎる。
しか も,そ うした空疎 な原則が,旺 盛な企業家精
神で今 日の日本経済の発展を築いた企業 と,高 い
貯蓄率 と勤勉 な働 きぶ りで発展 を支 えた家計 に向
か って説 かれている㈹とあ って は,政 策 当局 のバ
ランス感覚 のほうが疑わ しい。一体 どのよ うに家
計や企業が振 る舞えば,政 策当局 は堅実 な行動 と
評価す るのか,具 体 的な判断基準 を知 りたいとこ
ろであ る。
そ もそ も経済変動 と リスクが避 けられない現実
経済 に直面 して,企 業 と家計 は不確実 な予想 に基
づいて 「一定 の合理性」 を発揮 した選択 をせざる
をえない。情報収集 に もコス トがかか り,情 報収
集の質 ・量 か ら決めな くてはな らず,個 別主体 が
経済状況 を常 に正確 に判断 してい るというわけで
はない。 どの くらいの リスクを許容す るか も個別
主体が決 めることであ る。 そ して事後的に は予想
が外れて思 わぬ損失 ・利益が あったとして も,自
己の勘 定,自 己の計算 で選 択 の結 果 を引 き受 け
る。 これ こそが市場経済 にお ける自己責 任で あ
る。経済 合理性 は無謬性 を意 味す るわ けで はな
く,後 知恵 では投PTI)・横並 び㎝等 の望 ま しくない
レッテルを貼 られる行動が選択 され ることもある
が,事 後 的に しかわか らない結果を過大視 して各
主体 の 「工夫」を殊更 に非難す るのは,そ れ こそ
経済原則を無視 した態度である。
また,ど うい う状況が 「バブル」 なのかを的確
に見分 けることは政府 にとって も民間経済主体に
とって も至難 の業 で あ るとい うのが,バ ブル発
生 ・崩壊 を経験 してわれわれが痛切 に知 った こと
であ る。 したが ってバ ブル後の政策当局 は,政 府
に しかで きないことにっいて厳 しく再点検 し,民
間部門 に対 して謙虚 に提案す る義務 こそを以前 よ
りも重 く負 って いるのである。バ ブルを未然 に防
ぐという政策 目標に とって も,民 間経済主体が リ
スクに対応 して とる 「合理的」行動 を考慮 に入れ
て安定化 を図 ることが不可欠である。 にもかかわ
らず 白書 か らはそ うした謙虚 さはまった くうかが
えず,バ ブルの発生 ・崩壊か ら政策当局が十分 な
「教訓」を学んでいるとはとて も思えない。結局 の
ところ,効 率重視 市場 メカニズム重視 そ して
規制緩和を字面 では唱えて見せて も,政 府 は民間
経済主体(有 権者を含む)の 合理性 も,市 場 メカニ
ズムの機能 と限界 も,理 解 も信頼 もしていないの
である。社会 ・経済 を 「見 える手」で統制す るシ
ステムへの愛着 がこのように根強い ことこそが,
政府 による過剰 な規制 の温床 であ る。
第4節 いくつかの可能な改善
政策当局が経済白書の字面で は情報公開や 自己
責任を説 き,透 明な社会づ くりを課題 として挙 げ
てみせて も,白 書 それ 自身がそ うした立論 を覆す
ような構成 と内容で公表 されているために,い た
ず らに難解 で,現 状で は国民の選択 に資 していな
いとい うのが,以 上 の検討で明 らかになった こと
で ある。 もし政策 当局が現行の政策体系の正 当化
として この ような理論 ない し説明 しか提示で きな
いのな ら,現 行 の政策体系 および政府の規模 は国
民 に対 して十分 な説得力 を もってい ない。 した
が って,白 書が想定 しているよ りも更 に小 さな政
府 しか正当性がないだ ろう。
その場合 で も市場経済 においては公共部門に し
か果 たせない役割 は残 るか ら,そ れを中核に据え
て,政 策体系の論理をきちんと理論づ けて示 し,
国民 の了解 を得 ることは経済 白書 に とって最 も重
要な課題であり,果 たすべ き役割であり続 ける。
第1節 で述 べたような魅力が現行の白書 にもすで
に備わ っていることを考 えると,日 本 の政策当局
にそ うした役割 を遂行す る能力がない とは考 え ら
れない。現代 の経済 白書 は,経 済理論 の発達 を踏
まえて高度 な経 済分析 を引 くの はや むをえな い
が,そ れが可能 な限 り適切 に利用 されているとい
う信頼感を与えれば,ニ ーズの大 きさに照 らして
国民 の理解 は得やす いはずである。
そ うした理解 ・信頼 を得 るために参考になるの
は,原 田泰氏が著 してい る経済学入 門のテキス ト
(原田[1996])で ある。 この著作 は 『経済記事を読
み こなす基 礎知識』 とい う題 を与 え られて いる
が,7年 版の エッセンスを理解するための大変す
ぐれた解説 と して読 む ことがで きる。 この著作 は
①論 旨が明快 である。 もちろん論理整合性 は確
経済白書の経済学
保 されてい る。
②教科書的,古 典的 といった保留 な しに最新の
研究成果 を援用 し,参 考文献 として明示 して
いる。
③ むやみ に新 しい統 計手法㈲ を用 いるので は
な く,わ か りやすい統計 デー タ,図 表を示 し
て,読 み手 の判断を積極的に促 している。
という丁寧 な構成 ・叙述であ るため,読 んでいて
理解 しやす いだけでな く,疑 問があれば参考文献
に直接 あた って判 断で きるので,細 部 に異論 が
あった として も,信 頼で きる議論 とい う印象 を読
み手 に与え る。論理整合性 さえ確保せずに,強 引
に一定の結論 に誘導 しようとす る白書が,ど んな
に高度な経済分析 で武装 してみて も説得力がない
の と対照的であ る。白書が こう した点 を見習 って
叙述 を改善す るのはそ う難 しい ことではないはず
であ る。(た だし白書は大部なので索引 もっける必要
がある。)
こうした改善を実行 して,読 み応 えのあ る白書
を提示 して こそ,効 率重視,生 産性重視 とい う近
年 の白書 の重要 な主張が共感 をもって受 けとめ ら
れる展望 が開 けるので はないか。高度 な経済分析
とい う鎧で国民 の知 る意欲を挫 く秘密主義 に頼 る
のは安易 な統治手法であ り,高 度な人 的資本 を擁
しつつある現代 日本社会 にはふさわ しくない。 そ
うした安易 さが,経 済 白書への関心 を年々薄れ さ
せ,ほ とんど影響力がな いままに膨大 な作業が行
われるとい う現状 を招いて しまっている。簡素で
効率的な政府を提案す る経済 白書 こそが,そ う し
た政府を戴 く社会で も公共部門が果たすべ き役割
とその価値を積極的 に示す内容 で公表 され,名 誉






(6)8年 版 第3章 第4節
(7)7年 版,p.346
(8>8年 版,p,34





㈲ ち な み に8年 版 で は 全3章22節 の う ち1節(本 文435





⑳7年 版 は コ ラム(p.451)で も,参 考 文 献 を 付 記 して,投 票



































働 同 じ8年 版 の第2章 で は 「60年 代 の後 半 か ら70年 代 前 半
に か け て は」「効 率 よ り も分 配 が,競 争 よ り も規 制 が}市 場 の
役 割 よ り も政 府 の 役 割 が よ り重 要 視 さ れ た 時 代 で あ っ た 」
(p.193)と 記 さ れ て お り,戦 後 と言 っ て も正 確 に は 「高 度 成
長 の ゆが み が 表 面 化 」 して か ら規 制 が 強 化 さ れ た と い う の が
政 策 当 局 の見 解 で あ る。 こ れ は戦 前 な い し戦 時 体 制 との 連 続
性 を 重 視 す る 岡 崎[1994],野 口[1995],Wolfaren[1989]ら
の 認 識 と は異 な る。 しか し8年 版 の 論 旨 と して は戦 後so年
の 日本 経 済 の 歩 み の 根 底 に 日 本 的 経 済 シ ス テ ム が あ る(p
288)と い う立 場 が 堅 持 され て い る の で,政 策 当局 の立 場 を 本










(61)8年 版第2章 第4,5節 の非製造業,中 小企業 にっ いての叙
述 は特 に印象 的であ る。 ただ し第3章 第1節 で大企業 か らの
スピ ンアウ トとしての ベ ンチ ャー企業 にわ ざわざ肩 入れ して
いるの は騎 に落 ちな い。 間接金 融優 位 の金融 システ ムの メ
リッ トを擁護 す るために筆 が走 りす ぎたのではないか。
働 こ うした主張か ら,民 主主 義国家 では権力 が分 散 している
ことか ら期待 され る健全 なチ ェ ック機能 が 日本 で は働か ない
ので,日 本政府 に貿易政策 の変更等 を促 すに は外国か ら強硬
に圧 力をか ける しかない とい う 「外圧」論 が派生す る。 こう
した議論 に対す る 日本 側の反応 と して は,八 城[1992]が 「あ
る著名 な リビジョニ ス ト(日 本見 直 し論 者)」 の言葉 として
「自分 の意見 に反対 だ とい う日本人 にた くさん会 ったけれ ど
も,自 分 の意 見の どこが まちが ってい るか を指摘 した人 は誰
もい ない」(p.140)と いうエ ピソー ドを紹介 しているのが印
象的で あ る。現在 では有 力な反論 と して小 谷[1996](p.136)
を引 くことがで きる。
(fi3)この場 合,先 に指摘 された比較優位理論 のあて はまりの良
さは小谷[1996]が 流通機構 に即 して述 べてい る 「日本 の行
政機構 の規制 は多 くの場 合 に,対 象業 界の既 得権益者 の保護
のみを 目的 と してではな く,あ る程度 の効 率の維持 を も配慮
して運 営 されてい る」(同書p.109)と い う仮説の あてはま る
もう一っ の例 で しかない。花見[1991]は,行 政が問題 を先
取 りし,紛 争 を非対 決的 に処理 す ることを 日本 の法文化 の特
質 と指摘 してい るが,こ う した手 法の経済政策版 である。
㈹ 少 な くと も,p,340に 明示 的に言及 され てい る 「日本的雇




(68」「企 業 はその企業 が比較 優位 を持 つ分野 で経営資 源を個性
的 に活 用 す るこ とに よ って競争 に勝 ち残 る ことが 出来 る」
「消費者 のニ ーズに応 え る製品 を買 い やすい価格 で提 供す る
企 業が消 費者 の支持 を得 る ことが 出来 る」「家計 は所得 の制
約 のなかで,自 分 が真 に欲す る ものを,最 も安 い価格 で購 入
す ることによ って最大の効用 を得 ることがで きる」(5年 版,
p.385)等 。
(69)社 会学者 によ る継続的か っ組織 的な定量 の試 みにっいて は
直井 ・森 山(編)[1990]参 照 。
㈲5年 版,p.13,p.169
㈹5年 版,pp.162-3
⑫ 比較制度 分析 によれば,日 本的経済 システムで は文脈的技
能 が重要 なので,「横 並び」は必ず しも非難 され るべ き行動様
式 ではな いの だが。
C13)白 書 で利用 されてい るカル マ ンフィル ター,VAR,ロ ジッ
ト,プ ロ ビッ トな どの高度 な統計手法 に は,参 考文献 が明示
され るべ きで ある。 経済理論 について も,統 計手法 について
も,適 切 な参考 文献(大 学 のテキ ス ト程度)が 明示 されてい
れば,自 書が おざ なりでわ か りに くい解説 を提供 す る必 要 も
な く,本 文 ・付注 と もによ りす っきり した構成 にな るはずで
ある。
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